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1. 2022年3月期第1四半期の業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 5,424 27.0 431 ― 438 ― 287 ―

2021年3月期第1四半期 4,269 △22.8 0 △100.0 16 △95.9 5 △98.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 24.01 ―

2021年3月期第1四半期 0.45 ―

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 16,691 9,978 59.8

2021年3月期 16,771 9,756 58.2

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 9,978百万円 2021年3月期 9,756百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） 10.00 ― 5.00 15.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 11,800 17.3 450 0.3 460 △2.5 310 1.1 25.91

通期 22,000 0.5 745 △30.5 765 △31.0 507 △32.4 42.38

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．６「四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 12,000,000 株 2021年3月期 12,000,000 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 35,827 株 2021年3月期 35,827 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 11,964,173 株 2021年3月期1Q 11,964,202 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（金額の表示単位の変更について）

　当社の四半期財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当第１四半期会計期間および当第１四半期累計
期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、前事業年度および前第１四半期累計期間についても百万円単位に変更して記載しております。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首から適用

しております。これにより、当第１四半期累計期間と比較対象となる前第１四半期累計期間の収益認識基準が異なり

ます。

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から比較的早く回復に転じた製

造業が牽引する形で総じて回復基調にあるものの業種によっては大変厳しい経営環境が続いております。

建設業界におきましては、公共投資は堅調に推移しており、慎重な姿勢を見せていた民間設備投資も持ち直しの

動きが見られるものの、受注競争は厳しくなってきております。

このような状況のもと、当社は、社会に貢献し夢のある会社の実現に向け、黒字安定経営の継続と成長を目指し、

受注目標の達成、工事品質管理・工事原価管理の徹底、ＤＸ推進による業務効率化などの諸施策を推進してまいり

ました。

その結果、当第１四半期累計期間の業績におきましては、以下のとおりとなりました。

受注高 70億23百万円 （前年同期は 52億63百万円）

完成工事高 54億24百万円 （前年同期は 42億69百万円）

営業利益 ４億31百万円 （前年同期は ０百万円）

経常利益 ４億38百万円 （前年同期は 16百万円）

四半期純利益 ２億87百万円 （前年同期は ５百万円）

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ80百万円減少し、166億91百万円となりました。主な減

少理由は、完成工事未収入金等が減少したことによるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ３億２百万円減少し、67億13百万円となりました。主な減少理由は、工事未払

金等が減少したことによるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ２億22百万円増加し、99億78百万円となりました。主な増加理由は、四半期

純利益の計上によるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の業績予想につきましては、2021年４月28日公表の予想を修正いたしました。詳細につきましては、

本日公表の「2022年３月期第２四半期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,785 2,687

受取手形 175 319

電子記録債権 1,797 2,163

完成工事未収入金 6,928 6,656

未成工事支出金 269 207

その他 563 394

貸倒引当金 △97 △98

流動資産合計 12,423 12,330

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,541 1,525

土地 1,620 1,620

その他（純額） 90 87

有形固定資産合計 3,252 3,234

無形固定資産 226 268

投資その他の資産

その他 897 884

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 870 857

固定資産合計 4,348 4,360

資産合計 16,771 16,691
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(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 225 152

電子記録債務 1,012 1,313

工事未払金 2,864 1,894

未払法人税等 106 161

未成工事受入金 461 591

賞与引当金 535 178

完成工事補償引当金 17 18

工事損失引当金 36 44

その他 508 1,085

流動負債合計 5,768 5,439

固定負債

退職給付引当金 1,052 1,048

その他 194 225

固定負債合計 1,247 1,273

負債合計 7,015 6,713

純資産の部

株主資本

資本金 1,581 1,581

資本剰余金 395 395

利益剰余金 7,759 7,992

自己株式 △7 △7

株主資本合計 9,727 9,960

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 28 17

評価・換算差額等合計 28 17

純資産合計 9,756 9,978

負債純資産合計 16,771 16,691

　



川崎設備工業株式会社(1777) 2022年３月期 第１四半期決算短信（非連結）

― 5 ―

（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

完成工事高 4,269 5,424

完成工事原価 3,844 4,521

完成工事総利益 425 903

販売費及び一般管理費 425 471

営業利益 0 431

営業外収益

受取配当金 2 1

投資有価証券売却益 13 -

不動産賃貸料 10 11

その他 3 0

営業外収益合計 30 13

営業外費用

支払利息 0 0

不動産賃貸費用 4 5

その他 9 1

営業外費用合計 14 6

経常利益 16 438

税引前四半期純利益 16 438

法人税等 10 151

四半期純利益 5 287
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当第１四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第１四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、一

部の工事契約について、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識する方法へ変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益

認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほ

とんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基

準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は１億54百万円増加し、売上原価は１億35百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ18百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は５百

万円増加しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影

響はありません。

　


